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年度 数値 年度 数値

1-1
イベントにおけるエコカーを活用した給電に関する啓発活動の実施
数（累計）

2017年度 ４件 20件 2022年度 30件

1-2 「公的管理森林」面積の拡大（累計） 2017年度 6,152ha 8,581ha 2022年度 12,300ha

1-3 気候変動への適応に関する啓発活動の実施数（累計） 2018年度 ２件 ４件 2023年度 14件

1-4 「地域気候変動適応センター」の設置 － － 設置 2019年度 設置

2-1 「とくしま食べきるんじょ協力店」登録店舗数（累計） － － 62店舗 2022年度 90店舗

2-2 食品ロス削減の啓発活動の実施数（累計） 2017年度 11件 39件 2022年度 60件

2-3 マイ「バッグ＆ボトル」キャンペーン参加人数（累計） 2017年度 7,920人 14,951人 2022年度 12,500人

2-4 プラスチックごみ削減協力事業者数（累計） － － ９事業者 2022年度 50事業者

2-5 プラスチックごみの資源循環に積極的に取り組む市町村数 － － 21市町村 2022年度 24市町村

2-6 「とくしま環境学講座」及び「親子環境学習教室」受講者数（累計） 2017年度 2,749人 7,036人 2022年度 9,100人

2-7 新 学校版環境ＩＳＯ認証取得割合 2017年度 84.0% 86.6% 2022年度 88.0%

2-8 環境アドバイザー派遣件数（累計） 2017年度 747件 910件 2022年度 1,100件

2-9 エシカル農産物の栽培面積 2017年度 1,415ha 1,531ha 2022年度 2,122ha

3-1 県民の省エネ活動に対するインセンティブの付与（累計） 2016年度 － ５地区 2020年度 ５地区

3-2 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）の啓発活動の実施数 2017年度 ４件 ８件 2022年度 14件

3-3 「とくしまエコパートナー」締結企業・団体数 2017年度 ５企業・団体 10企業・団体 2022年度 30企業・団体

3-4 「水素社会啓発・体験ゾーン」等での環境学習参加者数 2017年度 335人 408人 2022年度 700人

3-5 カーボン・オフセットに基づく森づくり企業・団体数（累計） 2017年度 137企業・団体 158企業・団体 2022年度 160企業・団体

3-6 業務用冷凍空調機器の管理者等に対する立入検査の実施（累計） 2016年度 10件 71件 2020年度 100件

3-7 「気候変動アワード」の表彰総数（累計） 2017年度 ２件 ５件 2022年度 16件

3-8 自然エネルギーによる電力自給率 2016年度 25.7% 29.6% 2030年度 50%

3-9
イベントにおけるエコカーを活用した給電に関する啓発活動の実施
数（累計）【再掲】

2017年度 ４件 20件 2022年度 30件

3-10 地域人材を育成する講座の受講者数 － － 38人 2022年度 年間20人

3-11 小水力発電施設整備モデル地区数（累計） － － １地区 2022年度 ４地区

4-1 水質環境基準の達成率（河川・海域） 2017年度 100% 97% 2022年度 100%

4-2 環境学習、フィールド講座の参加人数 2017年度 500人 558人 毎年 500人

１ 気候変動適応とくしま

目標値
指　　標

　環境指標
基準値

２ エシカルで環境対策

３ 地域に根ざす自然・水素エネルギー

４ 好循環社会とくしま

現状値
（令和元年度）
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また，令和元年度からは，包装の簡素化やレジ袋・食品トレイの廃止・代替製品の導入など，積極的
にプラスチックごみ削減に取り組んでいる事業者を「プラスチックOURアクション」として新たに募集
し，事業者での削減を図りました。

指 標 基準値 現状値 目標値
年度 数値 （2019（令和元）年度） 年度 数値

プラスチックごみ削減協力事業者数（累計） － － ９事業者 2022年度 50事業者

「とくしま海岸漂着物対策取組方針」に基づき，関係行政機関・市町村・民間団体等と連携して，漂
着物等の回収・適正処理・処分・資源化を進めるとともに，県民に対して発生抑制に係る情報提供や普
及啓発を実施しました。
プラスチックごみの徹底した分別回収・再資源化が行われるよう，一般廃棄物行政を所管する市町村

と協力し，効果的・効率的なリサイクル等の推進を図りました。

指 標 基準値 現状値 目標値
年度 数値 （2019（令和元）年度） 年度 数値

プラスチックごみの資源循環に積極的に取り － － 21市町村 2022年度 24市町村
組む市町村数

（２）「エシカル消費」教育の推進

令和元年度に県内全ての公立高校に，エシカル消費を研究・実践する「エシカルクラブ」を設置し，
学校の特色に応じた啓発・実践活動を行いました。
一般向けには，徳島県消費者大学校及び大学院において，エシカル消費について学習する講座を設け，

環境に対する影響等について主体的に考えながら消費行動のできる消費者の育成に努める体制を整えて
います。

＜令和元年度の実績＞
・「美味しく食べきる運動」の認定率 65％
・リサイクル製品の認定数 52製品
・公立高校における「エシカルクラブ」設置率 100％
・エシカル活動，作品を地域に提供した特別支援学校数 ８校
・徳島県消費者大学校大学院に「エシカル消費コース」を設け，８講座を実施

第２節 環境教育・環境学習の充実

（１）総合的な環境教育・環境学習の推進

環境保全に対する県民意識を高め，環境保全活動への参加を促進するためには，⾧期的視野に立った
環境教育・環境学習の推進が必要です。
本県では，平成17年12月に「徳島県環境学習推進方針～とくしま環境学びプラン～」を策定し，環

境教育・環境学習に関する施策をより効果的，体系的に進めています。
さらに，平成19年３月に「徳島県環境学習推進方針～とくしま環境学びプラン～」の方針を踏まえた

「とくしま環境学習プログラム」を作成し，その普及を図るため，モデル的な取組に対し，支援しまし
た。

指 標 基準値 現状値 目標値
年度 数値 （2019（令和元）年度） 年度 数値

「とくしま環境学講座」及び「親子環境学習 2017年度 2,749人 7,036人 2022年度 9,100人
教室」受講者数（累計）
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我が国では，昭和63（1988）年にオゾン層保護法を制定し，生産規制を進めるとともに，家電リサ
イクル法（平成13年施行）やフロン排出抑制法（平成27年施行）などにより，家庭用冷蔵庫や家庭用
エアコン，業務用空調冷凍機器やカーエアコンのフロン類の回収及び破壊が義務付けられています。
本県では，オゾン層保護及び地球温暖化の防止に対する県民や事業者等の理解を深めるための普及啓

発を推進し，フロン類の排出抑制，回収処理の向上に取り組みました。具体的には，フロン排出抑制法
に基づく立入検査や講習会を実施し，フロン類の管理の適正化等に関する啓発・指導を行いました。

指 標 基準値 現状値 目標値
年度 数値 （2019（令和元）年度） 年度 数値

業務用冷凍空調機器の管理者等に対する立入 2016年度 10件 71件 2020年度 100件
検査の実施（累計）

（２）地球温暖化対策の総合的な推進

本県では，平成21年４月から「徳島県地球温暖化対策推進条例」（平成29年１月からは「徳島県脱炭素
社会の実現に向けた気候変動対策推進条例」）を施行し，気候変動対策に関する県民・事業者の責務を明
文化したほか，化石燃料の使用量が多い事業者や自動車を数多く保有する事業者等に対して，事業活動に
伴う温室効果ガスの排出抑制対策などをまとめた「計画書」や「実施状況等報告書」を提出し，温室効果
ガスの排出削減に主体的に取り組むことを求めてきました。
また，事業者の脱炭素型ビジネススタイルへの転換を促進するため，温室効果ガスの排出抑制に積極的

に取り組む事業者の削減努力を見える化し，積極的に公表するとともに，特に優れた功績のあった事業者
等に対しては，表彰や発表の機会を創出し顕彰に努めました。

指 標 基準値 現状値 目標値
年度 数値 （2019（令和元）年度） 年度 数値

「気候変動アワード」の表彰総数（累計） 2017年度 ２件 ５件 2022年度 16件

このほか，地球環境保全行動に対する県民の意欲を高めるため，「徳島県脱炭素社会の実現に向けた気
候変動対策推進条例」では，４月22日を「徳島県地球環境を守る日」とするとともに，県民に対してエコ
ドライブの呼びかけやフロン対策の情報提供を行うなど，環境保全に関する普及啓発を積極的に行うこと
により，持続可能な社会の実現を目指すこととしています。

＜令和元年度の実績＞
・あわ産ＬＥＤ道路照明灯（橋梁照明，トンネル照明を除く）の設置割合（累計） 19％

第２節 自然・水素エネルギーの導入の推進

（１）自然エネルギー立県とくしまの推進

東日本大震災を契機に，災害にも強い「自立・分散型エネルギー社会」の構築が求められるようになり，
本県でも，豊富に存在する自然エネルギーを最大限に活用するため，平成24年に「自然エネルギー立県と
くしま推進戦略」を策定（平成27年改定）し，自然エネルギーの導入促進に積極的に取り組んできました。
その結果，本県の「自然エネルギーによる電力自給率」は，平成27（2015）年度に，26.5％となり，

国の2030年度目標値（22～24％）を上回るもののとなりました。
これまでの取組みを更に推進するとともに，SDGｓやパリ協定に沿った世界各国の脱炭素化への取組

みの加速や，ESG投資を背景とした企業活動の急速な脱炭素化，自然エネルギーの主力電源化，北海道
胆振東部地震によるブラックアウトなど激甚化する災害に対応できる「自立・分散型電源」確保の必要
性など，自然エネルギーを取り巻く急激な社会・経済情勢の変化に対応するため，令和元年7月，新た
に「自然エネルギー立県とくしま推進戦略～脱炭素社会の実現へ!～」を策定しました。
本戦略では，2050年の脱炭素社会実現を目指し，「2030年度・自然エネルギー電力自給率50％」を

目標に掲げ，「環境とビジネスの両立・発展」，「エネルギーの地産地消」，「自立・分散型電源の確保」，
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環境用語の解説

あ
ISO14001シリーズ
ISO(International Organization for Standardization:国際標準化機構，本部:スイスのジュネーブ）
は，1947年に設立された，電気関係を除く標準化のための非政府組織であり，ISO14000シリーズとは，
ISOが作成を進めている「環境に配慮した企業活動の進め方の基準」に関する一連の規格のこと。

愛鳥週間
５月10日から16日の１週間。この期間がちょうど野鳥の繁殖期間にあたるため，この週間行事を通じて，
野鳥に対する愛鳥の精神を普及しようとするものである。

アイドリング
自動車が停止しており，エンジンが動いている状態をいう。不要なアイドリングは無駄な燃料が消費さ
れ，窒素酸化物等を含むガスが排出されるため大気汚染の原因となっている。

い
いおう酸化物（SOx）
石油や石炭などのいおう分を含んだ燃料の燃焼により発生する二酸化いおう（SO₂），三酸化いおう（S
O₃），硫酸ミストなどのいおう酸化物の総称。大気汚染の主役と考えられているものの大部分を占めてい
る二酸化いおうは，呼吸器への悪影響があり，四日市ぜんそくなどの原因となったことで知られる。

一酸化炭素（CO）
主に可燃物中の炭素が不完全燃焼により酸素と化合したもの。主な発生源は自動車排出ガスであり，炭素
を含む燃料が不完全燃焼することによって発生する。血液中のヘモグロンビンと結合して，血液の酸素輸
送を阻害し，細胞での酸素利用を低下させる。また，温室効果のあるメタンの寿命を⾧くする。

一般環境大気測定局
大気汚染防止法第22条に基づき，一般環境の大気の汚染状況を常時監視している測定局のこと。

え
エコアクション21
広範な企業，学校，公共機関等の全ての事業者が環境への取組を効果的，効率的に行うことを目的に，
環境への目標を持ち，行動し，結果をとりまとめ，評価する環境経営システムを構築，運用，維持する
とともに，社会との環境コミュニケーションを行うための方法。

エコドライブ
アイドリングストップや急発進・急加速を止める，車に不要な荷物を積んだままにしないなど，燃費効率
を良くし，自動車排出ガスを抑制するなど，環境への負荷の少ない自動車運転。

エコファーマー
「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」に基づき，たい肥等の施用による土づくりと化
学肥料・化学農薬を削減できる技術の導入を行うことを知事が認定した農業者。

エシカル消費
人や社会，環境などに配慮した製品やサービスを選んで消費すること。倫理的消費ともいう。

LEDバレイ構想
世界有数のLEDメーカーが立地するという本県の優位性を活かし，21世紀の光源であるLEDを利用した光
（照明）産業の集積により，地域経済の活性化を図ろうとするもの。
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お
オキシダント（Ox）
大気中の窒素酸化物，炭化水素等が紫外線により化学反応をおこして生成されるオゾン，アルデヒド，
PAN（パーオキシアセチルナイトレート），過酸化物等の酸化性物質の総称である。光化学スモッグの原
因物質であり，濃度が高くなると目やのどに刺激を感じたり，頭痛がしたりする。

温室効果ガス
大気中の微量ガスが地表面から放出される赤外線を吸収して宇宙空間に逃げる熱を地表面に戻すために，
気温が上昇する現象を温室効果という。赤外線を吸収する気体（温室効果ガス）には，二酸化炭素（炭酸
ガス），フロン，メタンなどがある。

か
化学的酸素要求量（COD:Chemical Oxygen Demand）
水中の有機物質などが過マンガン酸カリウムによって化学的に酸化・分解される際に消費される酸素量。
数値が大きくなるほど汚濁している。湖沼や海域の水質汚濁の一般指標として用いられる。

カーボンオフセット
自らの日常生活や企業活動等による温室効果ガス排出量のうち削減が困難な量の全部又は一部を，ほかの
場所で実現した温室効果ガスの排出削減や森林の吸収等をもって埋め合わせる活動。

環境アドバイザー制度
県民の環境知識を高め，自主的な環境活動をサポートするため，団体や学校，事業者が自主的に実施す
る講演会や環境学習等に，県が任命した専門家「環境アドバイザー」を派遣する制度。

環境影響評価法
環境に著しい影響を及ぼすおそれのある土地の形状の変更，工作物の新設等の事業が，大気・水・土・動
植物等の環境に及ぼす影響を，事業者自らが，事前に調査，予測及び評価を行い，その結果を公表して，
一般の方々，地方公共団体などから意見を聴き，それらを踏まえて環境の保全の観点から，よりよい事業
計画を作成すること。

環境基準
環境基本法第16条の規定に基づき，人の健康を保護し，及び生活環境を保全する上で維持されることが望
ましい基準として国が定めるもの。

環境基本法
環境に関する分野について，国の政策の基本的な方向を示す法律。平成５年11月19日に公布・施行され
た。この環境基本法の制定により公害対策基本法は廃止された。「環境の恵沢の享受と継承等」，「環境へ
の負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築等」，「国際的協調による地球環境保全の積極的推進」を３
つの基本理念とし，国や地方公共団体，事業者，国民の責務を明らかにするとともに，諸施策等について
記述されている。

環境教育・環境学習
自然と人間活動の関わりについて理解と認識を深め，責任のある行動がとれるよう国民の学習を推進する
こと。

環境放射能
人間の生活空間にある様々な放射線。これらの放射線には，宇宙線，大地及び食物からの自然放射線と，
エックス線利用，核実験及び原子力発電所等による人工放射線の２種類がある。

環境マネジメントシステム（EMS）
組織が自ら環境方針を設定し，計画を立案し（Plan），それを実施・運用し（Do），点検・是正を行い（C
heck），見直す（Action）という一連の行為により，環境負荷の低減を継続的に実施できる仕組みをいう。

46



緩和策
温室効果ガスの排出削減及び吸収対策のこと。

き
気候変動
気温（大気・地表）と海水温の温度上昇，降水量の多寡，海洋の酸性化，海面上昇など，気候システム（大
気・陸面・海洋などの相互作用）により発生する現象。

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
地球温暖化問題に対する公式の政府間の検討の場として，国連環境計画（UNEP）と世界気象機関（W
MO）の共催により1988年11月に設置された。地球温暖化に対する科学的知見の充実，環境や社会経済に
与える影響評価，対策の方向などの検討を行っている。

揮発性有機化合物
トルエン，キシレン等の揮発性を有する有機化合物の総称であり，塗料，インキ，溶剤（シンナー等）な
どに含まれるほかガソリンなどの成分になっているものもある。

近隣騒音
飲食店等の営業騒音，拡声器使用の商業騒音，家庭の電化製品や楽器，ペットの鳴き声などが原因の生活
騒音を総称していう。特に生活騒音については，工場騒音等と異なり規制が難しいことから，解決策とし
て各人の生活マナー向上や近隣への気遣いが不可欠である。

く
グリーンイノベーション
環境・エネルギー技術の研究開発・新技術の創出を行い，その成果の利用・普及を推進することにより，
産業・社会活動の効率化，新産業の創出や経済の活性化を図ること。

こ
公害防止管理者
「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律」に定められた特定工場において，公害の防止に関
する業務のうち技術的事項を管理する者。事業内容が，①製造業，②電気供給業，③ガス供給業，④熱供
給業のいずれかの業種に属する特定工場を設置している者は，ばい煙発生施設，汚水等排出施設，騒音発
生施設，粉じん発生施設，振動発生施設及びダイオキシン類発生施設の区分ごとに，それぞれ異なる公害
防止管理者を選任しなければならない。

光化学オキシダント
工場・事業場や自動車から排出される窒素酸化物や揮発性有機化合物などが太陽からの強い紫外線を受け
て光化学反応を起こし，生成されるオゾン，PAN（パーオキシアセチルナイトレート），アルデヒド類な
どの酸化性物質の総称である。これらの物質が多く滞留し，白くもやがかかった状態が光化学スモッグで
あり，日差しが強く，気温が高く，風の弱い日中に発生しやすくなる。粘膜への刺激，呼吸器への影響な
ど人に対する影響のほか，農作物などの植物にも影響を与えることがある。

公共用水域
河川，湖沼，港湾，沿岸海域など広く一般の利用に解放された水域及びこれらに接続する下水路，用水路
等公共の用に供する水域。

国定公園
国立公園に準ずるすぐれた自然の風景地であって，都道府県の申し出により，環境大臣が自然環境保全審
議会の意見を聞いて指定するもの。
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国立公園
我が国の風景を代表するに足りる傑出した自然の風景地であって，環境大臣が自然環境保全審議会の意見
を聞いて指定するもの。日本の国立公園制度は昭和６年の国立公園法の制定をもって発足しており，昭和
９年に第１号の国立公園として瀬戸内海，雲仙，霧島が指定された。昭和32年に国立公園法が自然公園法
に改正され，現在の自然公園体系が確立している。

こども食堂
地域の大人が，貧困家庭や孤食の子どもに，無料若しくは安価に食事を提供する取組として始まった。最
近は，親子やお年寄りなども訪れるところもあり，地域コミュニティの場にもなっている。

さ
災害廃棄物
自然災害に直接起因して発生する廃棄物のうち，生活環境保全上の支障へ対処するため，市町村等がその
処理を実施するもの。

酸性雨
化石燃料などの燃焼で生じるいおう酸化物や窒素酸化物などが大気中に取り込まれて生じる酸性の降下物
のことであり，通常pHが5.6以下のもの。欧米では，湖沼や森林などの生態系に深刻な影響を与えるなど，
国境を越えた国際的な問題となっている。

し
四国のみち
四国自然歩道のことで全⾧1,545.6kmの四国を一周する⾧距離自然歩道。起点は鳴門市，終点は板野町に
あり，四国霊場や各地の身近な自然や歴史に親しむことができる。

ジクロロメタン（CH₂Cl₂）
揮発性有機化合物で芳香臭のある無色透明の非引火性・不燃性の水より重たい液体。トリクロロエチレン
やテトラクロロエチレンの代替物質として溶剤に用いられるほか，ウレタン発泡助剤や冷媒等に用いられ
る。
皮膚に触れた場合，刺激を感じるとともに薬傷を負うことがある。また，蒸気に麻酔作用があり，短時間
に多量の蒸気を吸引すると急性中毒をおこす。

次世代LEDバレイ構想
世界有数のLEDメーカーが立地するという本県の優位性を活かし，次世代LED（深紫外光，赤外光コム，
テラヘルツ光等）を活用した新たな光関連産業の創出と集積により，地域経済の活性化を図ろうとするも
の。

自然エネルギー
太陽光，太陽熱，風力，水力，バイオマスなど自然由来の再生利用可能なエネルギーのこと。

自然エネルギー協議会
自然エネルギーの普及・拡大を目的に平成２３年７月に設立した協議会。地方公共団体を中心に企業・団
体が連携することで，自然エネルギーの普及・拡大をさらに加速させることを目指している。

自然環境保全地域
自然環境保全法または県自然環境保全条例に基づき，高山性植生，亜高山性植生，優れた天然林等のうち，
自然環境を保全することが特に必要なものとして指定された地域。自然環境保全地域は，特別地区（海域
は海域特別地区）と普通地区に分けられるが，特別地区において工作物の新築など自然環境の保全に支障
を及ぼすおそれのある行為をする際には許可が必要とされ，普通地区でも一定の行為については届出が必
要である。
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自然公園
自然公園とは，自然公園法に基づいて指定された国立公園，国定公園及び都道府県立自然公園をいい，優
れた自然の風景地を保護するとともに，その利用の増進を図ることにより，国民の保健，休養及び教化に
資するとともに，生物多様性の確保に寄与することを目的としている。我が国の自然公園は，公園当局が
土地を所有し，これを一体的に整備管理する，いわゆる営造物公園とは異なり，土地の所有に関係なく一
定の素質条件を有する地域を公園として指定し，風致景観の保護のため公用制限を行う，いわゆる地域制
の公園である。

自動車排出ガス測定局
大気汚染防止法第22条に基づき，都道府県知事は，大気の汚染の状況を常時監視しなければならない。こ
のため設置される測定局のうち，道路周辺に配置され，一酸化炭素，窒素酸化物等自動車排出ガスに起因
する大気汚染物質について常時監視する測定局をいう。

自立・分散型電源
「自立型電源」とは，外部からの電源を必要とせず，単独で給電可能な電源のこと。
「分散型電源」とは，比較的小規模で，かつ様々な地域に分散している電源の総称。
「自立型電源」が「地域に分散」することにより，電源供給のリスクが分散でき，災害時に強いとされ
ている。

浄化槽（合併処理浄化槽）
し尿及び生活雑排水（台所排水，洗濯排水等）を微生物の作用により分解し，汚れを浄化して放流する施
設。し尿のみを処理する施設は単独処理浄化槽といい，建築基準法により，新たな設置は認められていな
い。

小水力発電
一般的に，出力１，０００ｋＷ以下の水力発電とされている。この規模の水力発電設備は，河川の水を貯
めることなくそのまま利用する方式が採用されることが多い。

食品ロス
小売店で発生する売れ残りや製造過程で発生する規格外品，飲食店や家庭での食べ残しなど，食べられる
状態にあるにもかかわらず廃棄される食品のこと。

新 学校版環境ISO
学校の環境教育の中に位置づけた本県独自の認証システムである「学校版環境ISO」（平成16年度から実
施）を発展・深化させたもので，平成24年度から移行を始め，平成27年度末に移行を完了した。従来の
学校における節電・ごみ分別・リサイクル活動などに継続的に取り組むとともに，これらの取組を地域に
広げ，児童・生徒が地域に出向いて，環境美化活動や自然観察などの体験活動を積極的に行い，学校にお
ける環境学習で学んだことを，家庭や地域にも波及させていくことを目的としている。

す
水銀（Hg）（アルキル水銀，総水銀）
常温で唯一の液体金属。神経系をおかし，手足のふるえを起こしたり，言語障害，食欲不振，視力・聴力
の減退をもたらす。また，水銀化合物の中にも有毒な物が多く，無機水銀化合物に類別される塩化第二水
銀，有機水銀化合物に類別されるアルキル水銀（メチル水銀，エチル水銀，ジメチル水銀，ジエチル水銀）
などが特に有毒である。アルキル水銀のうち，メチル水銀が「水俣病」の原因物質とされている。

水源かん養
樹木及び地表植生などにより，降雨の地下浸透を助⾧し，貯留水を徐々に流出させる森林の利水機能。渇
水の緩和や洪水の防止のはたらきがある。

水質汚濁防止法
公共用水域及び地下水の水質の汚濁を防止し，国民の健康を保護するとともに生活環境の保全を図るた
め，事業場からの排出水の規制・生活排水対策の推進・有害物質の地下浸透規制等が盛り込まれている。
また，同法においては，閉鎖性水域に対して，汚濁負荷量を全体的に削減しようとする水質総量規制が導
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入されている。

水素グリッド
水素を新たなエネルギーとして幅広い分野で活用すること。水素は輸送や貯蔵が可能で，送電線による
電気供給の補完やバッテリーに代わる機能が期待されている。

水素ステーション
燃料電池自動車に水素を供給するための施設。徳島県庁前に設置している水素ステーションは，太陽光
発電の電力で水を電気分解し，水素を製造する自然エネルギー由来のもの。

せ
生態系
ある地域に生息する生物群集と，その生物群集に影響を与える気象・土壌・地形などの非生物的環境をひ
とまとめにし，エネルギーの流れの物質循環をまとめてとらえたもの。通常，海洋，湖沼，河川，草原，
砂漠などをいうが，それよりも小さい系や，地域全体をも一つの生態系と見なしたりすることがある。自
然界で平衡状態に保たれている生態系は，人為による過度の干渉によって，再生不可能となる。

生物化学的酸素要求量（BOD:Biochemical Oxygen Demand）
溶存酸素の存在下で，水中の有機物質などが生物化学的に酸化・分解される際に消費される酸素量。数値
が大きくなるほど汚濁している。河川の水質汚濁の一般指標として用いられる。

生物多様性
地球上の生物が，約40億年におよぶ寸暇の過程で多様に分化し，生息場所に応じた相互の関係を築きなが
ら，地球の生命系を形づくっているような多様な生物の世界のこと。また，地球上に存在するすべての生
物の間に違いがあること（変異性）を意味し，遺伝子，種及び生態系の３つの観点から捉えられる。

瀬戸内海環境保全特別措置法
瀬戸内海の環境保全を図るため，瀬戸内海環境保全基本計画及び府県計画の策定等に関し必要な事項，特
定施設の設置の規制，富栄養化による被害発生の防止，自然海浜の保全に関し必要な事項，埋立て等につ
いての特別な配慮などについて定められている。

そ
総量規制
大気汚染や水質汚濁の防止を図るため，工場・事業場が集合し，汚染物質の発生施設ごとの排出規制では
環境基準の確保が困難である場合に，地域全体の排出総量を削減するために用いられる規制手法。地域を
指定し，総量削減計画に基づいて，個々の発生施設ごとの排出基準よりも厳しい基準が設けられる。大気
汚染防止法においては，現在，いおう酸化物に関しては24地域，窒素酸化物に関しては東京都特別区等，
横浜市等，大阪市等の３地域が指定されている。また，自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質
の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法においては，自動車から排出される窒素酸化物と粒
子状物質に関しては，首都圏，愛知・三重圏，大阪・兵庫圏が指定されている。また，水質汚濁防止法に
おいては，排水量に汚濁物質の濃度を乗じたものを汚濁物質とし，COD，窒素及びりんについて，特定の
地域と水域を対象に実施されている。瀬戸内海，伊勢湾，東京湾が対象水域（指定水域）として指定され
ている。

た
ダイオキシン類
ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDD），ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）及びコプラナーポリ
塩化ビフェニル（コプラナーPCB）の総称である。農薬の製造や物の燃焼等の過程において非意図的に生
成し，その毒性は，急性毒性，発ガン性，生殖毒性，免疫毒性など多岐にわたっている。PCDDは75種類，
PCDFは135種類，コプラナーPCBには209種類の異性体が存在し，その有害性はこれら異性体の中で最強
の毒性を有する2,3,7,8－TCDDの毒性に換算し，毒性等量（TEQ）として表示される。
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ち
蓄電池
充電によって繰り返し使用できる電池。二次電池，バッテリーとも言う。発電や買電した電気を蓄え，必
要なときに必要な分だけ使うことができる。

地球温暖化
二酸化炭素，メタン，一酸化二窒素などの温室効果気体の増加によって地球の気温が上昇すること。気候
変動に関する政府間パネル（IPCC）が2013年にまとめた第５次評価報告書第１作業部会報告書では，
21世紀末に，1986年から2005年までと比較して，全球平均表面気温は，最大4.8℃上昇し，海水の膨張
などにより海面が最大82cm上昇するとされている。

窒素酸化物（NOx）
空気中や燃料中の窒素分の燃焼などによって生成され，酸性雨や光化学スモッグの原因となる。このう
ち，二酸化窒素（NO₂）は高濃度で呼吸器に悪影響を与えるため，環境基準が設定されている。主な発生
源は，自動車，工場の各種燃焼施設，ビルや家庭の暖房器具など広範囲にわたる。発生時には，一酸化窒
素（NO）が大部分を占めるが，大気中で一部が酸化され，二酸化窒素となる。そのため，大気汚染の原
因物質としては，一酸化窒素と二酸化窒素を合わせて窒素酸化物としている。広くは，亜酸化窒素（N₂
O）や硝酸ミスト（HNO₃）などが含まれる。

鳥獣保護区
野生鳥獣の保護，増殖を図るために捕獲を禁止する区域のこと。この区域において，特に鳥獣の保護繁殖
を図る必要があるところとして「特別保護地区」に指定されると，野生鳥獣の生息に影響を及ぼす行為が
制限される。

て
底質
河川，湖沼，海域などの水底を構成する粘土，シルト，砂，れきなどの堆積物の岩のこと。貝類，水性昆
虫類，藻類をはじめとした底生生物の生活の場である。有機物質や重金属類などは，水質汚濁の進行に伴
って沈積し，底質中に蓄積されることから，底質を調べることによって，汚濁の進行傾向や速度について
有用な情報を得ることができる。また，一度底質に移行した各種物質の一部は溶出やまき上がり現象によ
り，再び水質に対して大きい影響を及ぼすことが知られている。

適応策
気候変動の影響への防止・軽減のための備え及び新しい気候条件利用を行うこと。

テトラクロロエチレン（CCl₂＝CCl₂）
無色透明の液体でエーテル様の臭気がある。揮発性・不燃性の物質。ドライクリーニング溶剤等に用いら
れる。

天然記念物
我が国にとって学術上価値の高い動物・植物・地質鉱物（それらの存する地域を含む）であって，その保
護保存を主務官庁から指定されたもの。

と
とくしま環境県民会議
環境保全活動に自ら取り組んでいくことを目的として，民間団体，事業者，行政，学識経験者などが連携
して，平成12年１月に設立された組織。

徳島県廃棄物処理計画
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第５条の５の規定により定める法定計画であり，環境大臣が定めた
「基本方針」に基づき，県内における廃棄物の排出抑制や再生利用等による廃棄物の減量化を図るための
具体的な計画である。計画は５年ごとに見直しを行っており，現在の第四期計画は，平成２８年度から平
成３２年度までを対象期間としており，平成３２年度を目標年度としている。
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徳島県豊かな森林を守る条例
森林を適正に管理し，森林の持つ多様な機能を維持増進することにより，本県の豊かな森林を将来にわた
って守り引き継ぐことを目的に，平成26年４月１日に施行された条例。

特定外来生物
生態系や農林水産業に悪影響を与える恐れがある国外由来の種。「特定外来生物による生態系等に係る被
害の防止に関する法律」に基づき，環境省が指定している。

特定工場
環境関係法令での「特定工場」とは，次に示すようなものである。
１）特定工場における公害防止組織の整備に関する法律に定める工場，すなわち製造業，エネルギー（電
気・ガス・熱）供給業を行う工場で政令が定めるばい煙，粉じん，汚水，騒音，振動の発生または排出施
設を設置するものをいう。特定工場は公害防止組織を整備する（公害防止管理者の選任等）義務がある。

２）大気汚染防止法で総量規制の対象施設を設置する工場（同法第５条の２）。
３）水質汚濁防止法で定められた特定施設（同法第２条第２項）を設置する工場または事業場。
４）騒音規制法または振動規制法で定められた特定施設（騒音規制法第２条，振動規制法第２条）を設置
する工場または事業場。騒音または振動を規制する地域として指定された区域に立地している特定工場等
は，場内の全ての施設が対象とされるのであって，例えば特定施設である機械の騒音または振動が規制基
準以下であっても，ほかの特定施設でない機械の騒音または振動が規制基準を超えるときは規制を受け
る。

都市公園
都市公園法に定められた公園または公園緑地のことであり，国または地方公共団体が設置するもので都市
計画施設であるもの，あるいは地方公共団体が都市計画区域に設置するもの。

トリクロロエチレン（CHCl＝CCl₂）
クロロホルム臭のある無色透明の揮発性・不燃性の液体で，水に溶けにくい。エーテル，エタノールなど
の有機溶剤に可溶。金属，機械部品などの脱脂・洗浄剤，一般溶剤として用いられる。近年，トリクロロ
エチレンを含む有機塩素系溶剤による地下水汚染が問題となっている。

ね
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH），ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）
住宅の高断熱化と高効率設備により，快適な室内環境と大幅な省エネルギーを同時に実現した上で，太陽
光発電等によってエネルギーを創り，年間に消費する正味（ネット）のエネルギー量が概ねゼロとなる住
宅（ハウス）及びビルのこと。

燃料電池
水素と酸素の化学反応により，電気と熱を発生させる装置。発電の際には水しか排出せず，二酸化炭素は
発生しない。

燃料電池自動車
燃料電池で水素と酸素を化学反応させ，発生した電気でモーターを回して走る自動車。

は
ばい煙
燃料その他の物の燃焼に伴って発生するいおう酸化物，ばいじん（ボイラーや電気炉等から発生するすす
や固体粒子）及び政令で指定される有害物質（窒素酸化物，カドミウム及びその化合物，塩素及び塩化水
素，フッ素，フッ化水素及びフッ化ケイ素並びに鉛及びその化合物）の総称。
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廃棄物
廃棄物とは，ごみ，粗大ごみ，燃え殻，汚泥，廃油，廃酸，廃アルカリ，動物の死体，その他の汚物又は
不要物であって，固形状又は液状のものをいう（放射性物質及びこれによって汚染されたものを除く）。
廃棄物は，一般廃棄物と産業廃棄物に分けられる。産業廃棄物とは，事業活動に伴って生じた廃棄物のう
ち，燃え殻，汚泥，廃油，廃酸，廃アルカリ，廃プラスチック類等の20種の廃棄物をいう。一般廃棄物と
は，これらの産業廃棄物以外の廃棄物をいう。

排水基準
汚水などを排出する施設として政令で定められている特定施設を設置する工場または事業場が，公共用水
域に排出水を出す場合，その排出水に対してかかる規制。排水基準には，国が定めた基準（一律基準）と，
都道府県がその地域の実態に応じて条例で定めたより厳しい基準（上乗せ基準）とがある。一律基準は，
健康項目については原則として環境基準の10倍の値，生活環境項目については家庭汚水の簡易処理により
得られる値と同程度に定められている。排水基準違反に対しては処罰が科せられる。

パリ協定
2015年12月にフランス・パリで開催されたCOP21において採択された2020年以降の温室効果ガス排出
削減のための新たな協定。
歴史上初めて，先進国・開発途上国の区別なく気候変動対策に取り組むことを義務づけた合意であり，
公平かつ実効的な気候変動対策が期待されている。

ひ
PRTR制度
化学物質排出移動量届出制度，環境汚染物質排出移動登録制度;Pollutant Release and Transfer Re
gisterの略称で，有害性が疑われるような化学物質が，どこからどのぐらい環境中へ排出されているか，
廃棄物として移動しているかを把握し，集計，公表する仕組みのこと。

ビオトープ（biotope）
さまざまな生物（生物群集）の生息・生育空間。生育のために最低限の面積を持ち，周辺空間から明確に
区分できるようなまとまりを持った空間。

微小粒子状物質（PM2.5）
大気中に漂う粒径10μｍ（１μｍ＝0.001mm）以下の粒子を浮遊粒子状物質（SPM）と定義して環境基準
を定めて対策を進めてきているが，そのなかで粒径2.5μｍ以下の小さなものを微小粒子状物質と呼んでい
る。平成21年９月には環境基準が設定されている。

ふ
FIP制度
「フィードインプレミアム（Feed-in Premium）」の略称で，電気を卸市場などで販売し，売れたぶんに
対して一定のプレミアム（補助額）を上乗せする方法。再エネ導入が進んでいる欧州で導入されている制
度で，再エネが自立したエネルギー源となり，普及がさらに進むことを目的としている。

富栄養化
湖沼や内湾が水中に窒素，りん等の栄養塩が多い状態に遷移すること。藻類の異常繁殖により，アオコ，
赤潮等の原因となる。

フードバンク活動
品質には問題はないが，包装の破損や過剰在庫などの理由で売り物にならなかった食品を企業などから寄
贈してもらい，施設や団体，困窮世帯に無償で提供する活動。

浮遊粒子状物質（SPM）
浮遊粉じんのうち，その粒径が10μｍ（マイクロメートル＝100万分の１ｍ）以下のものをいう。大気中
に⾧時間滞留し，肺や器官に沈着するなどして呼吸器に影響を与える。最近は，粒径がより小さい2.5μｍ
以下のものをPM2.5（微小粒子状物質）といい，新たな問題になっている。
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フロン類
フルオロカーボン（フッ素と炭素の化合物）の国内での総称であり，「フロン排出抑制法」では，ＣＦＣ，
ＨＣＦＣ，ＨＦＣをフロン類と呼んでいる。フロン類は科学的に極めて安定した性質で扱いやすく，人体
への毒性が小さいといった性質を有していることから，エアコンや冷蔵庫等の冷媒として活用されてい
る。
しかし，「特定フロン」（ＣＦＣとＨＣＦＣ）は，オゾン層を破壊するとともに地球温暖化にも影響を与え
る。また，特定フロンの代替として利用される「代替フロン」（ＨＦＣ）は，オゾン層破壊効果はないも
のの，高い温室効果を有するため，地球温暖化に影響を与える。

粉じん
物の破砕や選別などの機械的処理により発生，又は飛散する物質。一般粉じんと特定粉じんとがあるが，
特定粉じんとしてはアスベストのみが指定されている。

ま
マイバッグキャンペーン，マイボトルキャンペーン
買い物の際に自分のバッグを持参してレジ袋を断ったり，外出先で自分の水筒などの飲料容器を持参して
使用する取組を進める運動。

も
モニタリング
状態を把握するため 日常的・継続的に観測や測定を行うこと。

モニタリングポスト
環境放射線を連続して測定する設備。

藻場
沿岸域に形成された海草・海藻の群落。多くの水生生物の生活を支え，産卵や成育の場を提供しているほ
か，水中の有機物を分解し，栄養塩類や炭酸ガスを吸収し，酸素を供給するなど海水の浄化に大きな役割
を果たしている。

ゆ
有害大気汚染物質
大気中から低濃度ではあるが検出され，⾧期間に渡ってばく露することにより健康影響が生ずるおそれの
ある物質。該当する可能性がある物質のうち，有害性の程度や大気環境の状況などから健康リスクがある
程度高いと考えられる23物質（「水銀及びその化合物」はＨ30.4.1除外）については優先取組物質として
いる。

有機農作物
化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと，並びに遺伝子組換え技術を利用しないことを基本と
して，農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減した農業生産方式を用いて生産された農産物。

よ
要請限度
市町村⾧は，道路交通騒音及び道路交通振動規制の測定値がある一定の数値を超過し，道路沿いの生活環
境が著しく悪化していると認める時は，道路管理者や都道府県公安委員会に対して騒音（振動）低減策を
講じるよう要請できる。この超過限度値を要請限度といい，車線数や沿道の土地利用状況により，それぞ
れ限度値が定められている。
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る
類型指定
環境基準は，地域の状況に応じて騒音の大きさが分けられている。この種類を類型といい，類型指定とは，
都道府県知事が都市計画の用途地域等を参考としながら，それぞれの類型を当てはめる地域を指定するこ
とをいう。
水質汚濁の環境基準については，政府又は都道府県知事が河川，湖沼，海域ごとに，利水目的に応じて数
個の水域類型（ランク付け）をあてはめるが，この類型あてはめのために水域を指定することを類型指定
という。

れ
レッドリスト
野生生物保全のためには，絶滅のおそれのある種を的確に把握し，一般への理解を広める必要があること
から，環境省ではレッドリスト（日本の絶滅のおそれのある野生生物の種のリスト）を作成・公表すると
ともに，これを基にしたレッドデータブック（日本の絶滅のおそれのある野生生物の種についてそれらの
生息状況等を取りまとめたもの）を刊行している。また，本県においても地域の現状を把握した徳島県版
レッドリストを公表している。

アルファベット
CFPR
CFPR（Carbon Fiber Reinforced Plastics）は「炭素繊維強化プラスチック」のこと。プラスチック樹
脂を炭素繊維で強化することで，樹脂単体よりも強く，剛性が高いという特徴を持っている。

CNF
CNF（Cellulose Nanofiber）は木材から化学的・機械的処理により取り出した直径数～数十ナノメート
ル（1ナノメートル＝ 10 億分の1メートル）の繊維状物質のこと。鋼鉄の1/5の軽さで5倍以上の強度を
持ち，熱による膨張・収縮が少なく環境負荷の少ない植物由来の素材。

ESG投資
従来の財務情報だけでなく，環境（Environment）・社会（Social）・企業統治（Governance）の要素も
考慮して行う投資のこと。

HC（Hydro Carbon）
「炭化水素類」を参照。

IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）
「気候変動に関する政府間パネル」を参照。

ISO／IEC17025
試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項（General requirments for the competence of te
stingand calibration laboratories）の国際標準規格。

Nm³／h（ノルマル立方メートル毎時）
温度が０℃，圧力が１気圧の状態に換算した時間当たりの気体の排出量などを表す単位。

PM2.5（Particulate Matter 2.5）
「微小粒子状物質」を参照。

SDGs（Sustainable Developmet Goals）
2015年，国連持続可能な開発サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に掲げ
られた国際目標のこと。
2030年までに達成すべき１７のゴールと169のターゲットで構成されている。

55



SO₂（Sulfur Dioxide）
「いおう酸化物（SOx）」を参照。

SPM（Suspended Particulate Matter）
「浮遊粒子状物質」を参照。

重さの単位

kg （キログラム） 10³ｇ
g （グラム）

mg （ミリグラム） 10⁻³ｇ（千分の１グラム）
μg （マイクログラ 10⁻⁶ｇ(100万分の１グラム）
ng ム） 10⁻⁹ｇ（10億分の１グラム）
pg （ナノグラム） 10⁻¹²ｇ（１兆分の１グラム）

（ピコグラム）

濃度の単位

ppm（parts per million）
100万分の１を１ppmという。
水の場合は，１kg中のmg数を，大気の場合は，１m³中の１cm³のガス容量を表している。
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